
金融市場2013年１月号

潮　流潮　流

2013 年の経済 ・金融を展望して

代表取締役社長　古谷　周三

新年明けましておめでとうございます。 本年もよろしくお願いいたします。

2012 年、 世界経済は全体に成長鈍化の足取りであった。 最大の下押し要因は欧州債務危機が燻

り続けたことである。 南欧中心に金融危機の後遺症でもある財政不安が表面化して以降、 緊縮財政

と景気悪化の悪循環から域内経済は減速、 ソブリンリスクと金融システムの負の連鎖が続いた。 ECB

の踏み込んだ緩和と国債買い入れ、 EMS 等安全網の構築、 銀行監督一元化等ユーロ圏の懸命な

努力が続けられたが、 根本解決はなお遠そうである。 これに雇用 ・ 消費の構造問題と 「財政の崖」

不安を抱え回復テンポの鈍い米国、 牽引役の中国経済の減速が相互に連関し、 世界経済は徐々に

減速に向かった。 日本もこうした対外経済減速の影響に加え、 エコカー補助の終了、 日中関係悪化

による輸出の落ち込み等が重なり、 景気は 12 年春を 「山」 に夏以降下向きとなった。 金融市場は

超緩和が継続、 追加実施され、 その長期化が明言されるなか、 リスクオン ・ オフを繰り返す神経質な

展開が続いている。

2013 年はこうしたトレンドが、 どのタイミングで回復軌道に戻るか、 見極める年になろう。 中国に底

入れの兆しがあり米国も住宅中心に上向きのセンチメントがある。 日本も新たな政治体制の元、 消費

税上げ （14 年 4 月） までにデフレ脱却、 底入れ確認に向けた政策、 予算編成が動き出す。 年後

半には政策効果から回復も期待される。 ただし、 欧州問題はじめ地政学等多くのリスク要因も内在し、

状況次第で回復は逃げ水のように遠のくだろう。 潮目の変化 ・兆しを読み違えないようにしたい。

2013 年は金融の世界的な規制強化が始動する年でもある。 金融危機以降長らく議論されてきた

バーゼルⅢ （自己資本規制、 流動性規制等） が段階的に適用開始になる。 Ｇ 20 下の金融安定化

理事会による ｢ システム上重要な金融機関 ｣ に対する追加的規制もスタンバイ段階に入り、米国のドッ

ドフランク法の具体化、 ＥＵの危機管理制度の議論も加速している。 残念ながら、 これら一連の国際

的規制強化の背景には政治や規制当局の金融機関 （とりわけ大銀行） に対する拭い難い不信感が

根底にあるように感じられる。 当局では 「大きすぎてつぶせない」 ことの反省から、 大銀行には経営

悪化の度合いに応じ解体計画や遺言状まで用意させ、 各国当局で相互監視する念の入れようだ。

金融関係者としてはどうも居心地が悪い。 何とか 「金融機関は嫌われ者」 という風潮から信頼を取

り戻したいものである。 制御しきれない市場金融から、 産業の成長、 生活の充実を分かち合える金融

へと。 この時、地域で顔の見える関係をベースにした協同組合金融が果たす役割は決して小さくない。

短期業績に追われる株式会社に比べ、 組合員・利用者への貢献を第一義とする協同組合金融は、

より長期的な経営姿勢で地域の経済と雇用を支えてきた。 先の金融危機において国連にその点が評

価され、 また現在東日本大震災において、 自ら被災しつつも相互支援により組織全体で地域を支え

続けてきた。 不透明 ・ 不安定な経済 ・ 社会にあってその果たす役割はより明確に再認識されるべき

であろう。

当研究所としても、 引き続き内外の協同組合とも連携し、 事業実践の分析等を通じて協同組合金

融の社会的認知に向け発信していとともに、 経済金融情勢あるいは農業 ・ 地域社会の変化を適時に

分析 ・発信することで皆様のお役に立って行きたいと考えている。
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